
用途地域の都市計画変更について

今回の都市計画変更は、

平成 30 年 10 月

新たな絶対高さ制限及び敷地面積の最低限度の制限の指定値はどこで調べられま
すか ?
各制限の指定値の詳細図は、都市計画課、各総合支所街づくり課、区のホーム
ページでご覧いただけます。

新たな絶対高さ制限の指定値を超える既存建築物は、
今後どうなりますか ?

都市計画の運用開始時点で、直ちに建築物の除却や改
築等を行う必要はありません。建替えの際に、新たな
制限の範囲内で建築していただくか、特例に関する基
準 (P.6 ～ P.12 参照 ) を活用して建築していただくこ
とになります。

容積率などの見直しは行いますか ?

今回は、絶対高さ制限及び敷地面積の
最低限度の制限のみ見直しを行っています。
容積率や斜線制限など、その他の制限は変更しません。

新しい制限が適用されるのはどの時点からですか ?

都市計画の運用開始以降に着工するものが対象となります。それより前に建築確
認の手続きが終了していても、着工していない場合は、新しい制限が適用されます。
都市計画の運用開始時点で、新しい制限を満たしていない建築物及び敷地の取扱
いは、下記Ｑ＆Ａをご覧ください。

敷地面積の最低限度に満たない敷地は、今後どうなりますか？

都市計画の運用開始時点で、既に最低限度に満たない敷地は、新たに分割しない
限り建築が可能です。また、都市計画の運用開始後に、公共事業の施行などによ
り敷地面積が最低限度に満たなくなった敷地も、新たに分割しない限り建築が可
能です。
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※敷地面積の最低限度の制限は都決定

これまでの
経緯と
今後の予定

これまでの
経緯と
今後の予定

などの検索用語で検索して下さい。検 索世田谷区　高さ敷地　見直し



区では、都市整備方針 ( 区の都市計画に関する基本的な
方針。平成 27 年 4 月改定 ) に掲げる「みどりとやすら

ぎがあり、住みたくなるまち」をめざして、平成 29 年 9 月に｢建築物の高さ及び敷地面積に
関するルールの見直しの基本的考え方 (以下、｢基本的考え方｣といいます。)｣を策定しました。
　この冊子では、都市計画の変更内容と絶対高さ制限に関する特例等の基準の概要を解説し
ています。

　今回の見直しでは、地域の実態をふまえたき
め細かな絶対高さ制限とするため、現在30m又
は45mの指定値としている区域などを対象と
しています。あわせて、市街地環境の向上に資す
る建築物に対して、指定値を超える高さの上限
を設定し、住環境の保全と向上をめざす｢規制｣
と｢誘導｣を組み合わせた取組みとします。

絶対高さ制限以外の
建築物の高さに係る制限の例

地区計画区域について
　地区計画で建築物の高さの最高限度
を定めている場合は、その内容を適用
します。
※地区計画区域でも、建築物の高さの最
高限度が定められていない場合は、新
たな絶対高さ制限の指定値を適用し
ます。

※詳細は P.12 をご覧<ださい。



10ｍ又は12ｍ 10ｍ又は12ｍ

検 索世田谷区　高さ敷地　見直し などの検索用語で検索して下さい。

※特例（P.6～12）を
　活用することで指定値
　以上の建築も可能になります。

建築物の標準階数…理論階数※を基に､地域の状況などをふまえて設定
※理論階数…容積率が活用できる目安の建築物階数を下記より算出したもの
理論階数＝(指定容積率×容積不算入係数 )÷建築物の標準建蔽率
･容積不算入係数=1,17
( 共同住宅などで容積率の計算に算入しなくてよい部分の割合を算出したもの )
･標準建蔽率=48%

建築物の標準階高…住居系=2.9m､住居系以外=3.2m
基礎･パラペット高さ及び 1階床高等…住居系＝1m､住居系以外＝2m
※各数値は､平成 17年度～ 26年度の期間における世田谷区内の 4階以上の建築確認
データを用いて算定

◉地域に応じたきめ細かなルールと
します。

◉都市計画で定める用途地域や容積
率をふまえます。

◉標準的な建築計画で、容積率が活用
できる制限とします。

◉活力ある商業等の活動の場である
駅周辺の商業地や、都市活力を生み
出す場である幹線道路の沿道は、見
直しの対象としません。

◉地区計画等で定められた内容を尊
重します。



　敷地条件･周辺環境への配慮･市街地環境への
貢献･良質な住宅等の建築条件等の整備の基準を
満たす建築物については、指定値を緩和します。
　緩和の上限は、45mを限度として基準の内容
に応じて、3種類を設定します。

　今回の見直しでは、地域ごとに指定値を定め、指定値を超える建築物を制限し、周辺
住環境の保全を図ります。あわせて、敷地内緑化や壁面後退距離の確保など、市街地環
境の向上に資する建築物に対しては、指定値を超える高さの上限を設定し、良好な建築
物を誘導していきます。
　また、既存建築物の建替えや、継続的に検討されてきた分譲マンションの建替え計画
に対応するための特例等を定めます。

市街地環境の向上に資する建築物のイメージ

特例基準ごとの絶対高さ制限の上限

左記の基準に加えて環境空地や
みどりの質、災害対策等の視点
から総合的に市街地環境に資す
る建築計画について、高さを指
定値の 1.5 倍まで緩和します。

みどり･周辺環境に配慮し、公共
的な空地を確保した建築計画
に対し、高さを 6m( 約 2 層分 )
緩和します。

みどり･周辺環境に配慮した建
築計画に対し、高さを 3m( 約 1
層分 ) 緩和します。

※指定値が15ｍ又は16ｍの区域においては、段階を限定して適用します。



※1　適用除外の規定あり
※2　住環境整備条例における環境空地の種類や内容を限定し、適用します。
※3　建築物の屋上や壁面等ではなく、原則として地上部で確保するものの数値となります。

・指定建ぺい率については、建築基準法第 53条第１項に規定する建ぺい率とします。
・基準建ぺい率については、指定建ぺい率に角地緩和等の一部緩和規定を適用した建ぺい率とします。
・住環境整備条例とは、建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例の略です。

みどりの基本条例の地上部の緑化率
+1（％）以上

みどりの基本条例の地上部の緑化率
+2（％）以上

みどりの基本条例の地上部の緑化率
+3（％）以上

※1前面道路の幅員及び接道長

※1隣地境界からの外壁等の後退

※1道路境界からの外壁等の後退

建ぺい率の最高限度

歩道状空地の確保

広場状空地の確保

環境空地(※2)の設置
(緑地帯･歩道状空地･広場状空地・貫通通路・樹林保存空地）

地上部における緑化の確保(※3)

躯体天井高 住宅においては2.65m以上

一住戸あたり25㎡以上の確保｡かつ､住環境整備条例の規定に準じたファミリー向け住戸の設置住戸専用面積

防災対策施設の設置等

現況４ｍ以上の幅員を有する道路に
敷地の周長の 1/8 以上を接していること

現況６ｍ以上の幅員を有する道路に敷地の周長の 1/6 以上を接していること

２ｍ以上

３ｍ以上

３ｍ以上 ３ｍ以上２ｍ以上

基準建ぺい率－5（％） 基準建ぺい率－7（％）

指定建ぺい率 80％‥･10％以上　指定建ぺい率 60％‥･12％以上　指定建ぺい率 50％以下‥･14％以上

道路境界線に沿って幅員 2m以上 ※1

面積１００㎡以上

基準建ぺい率－10（％）

敷地面積 1,000 ㎡未満：1.5m以上
敷地面積 1,000 ㎡以上：２ｍ以上

延べ面積 10,000 ㎡以上：2.5m以上 延べ面積 10,000 ㎡以上：2.5m以上

雨水対策の実施、防火及び震災対策等に必要な水槽、防災備蓄倉庫の設置など

住環境整備条例、みどりの基本条例、風景づくり条例、ユニバーサルデザイン推進条例などで定める基準等への適合、街づくり条例に規定する街づくり方針等への適合

市街地環境の向上に資する建築物の整備の基準
　区では､緑化や良好な生活環境の維持及び向上のために､条例などにより､さまざまな基
準を設けています｡特に敷地が大きい場合､隣地側の壁面後退や環境空地の整備､地上部や
接道部の緑化等の基準に適合することが求められます。
　この特例では､それらの一般的に求められるものに加えて､下記基準を満たすことで、
さらなるみどりと空地等の創出を図るものとします。

下記表に規定する定量的な基
準のほかに､緑化や環境空地の
内容､周辺環境への更なる配慮
などについて、第三者機関にお
ける専門的見識も含めて建築
計画を総合的に判断し、許可の
可否を決定します。

基準 3については



（建築基準法第 59条の 2、同法第 86条第３項及び第４項）

　指定値を超える既存建築物については、最初の建替えに限り、一定の基準に適合することで、
既存建築物の高さを上限とすることができます。ただし、災害などにより特別な措置が必要
な場合は、最初の建替えに限りません。

❶ 敷地面積 : 既存建築物と同程度であること
❷ 床 面 積 : 指定値を超える部分の床面積の合計 ( 図中Ａ') が、既存建築物の指定  

値を超える部分の床面積の合計 (図中Ａ) を超えないこと
❸ 建物用途 : 既存建築物と主たる用途が同じであること
　(※2)
❹ その他 : 本特例の規定を適用する際に、既存建築物が現に存すること

(※1)

　総合設計許可制度及びマンション建替法容積率許可制度を活用する建築物について、
許可を受ける容積率を活用できるように指定値を緩和します。
　緩和の上限は、60m を限度とした上で、｢東京都総合設計許可に係る建築物の高さ等誘
導指針｣における「用途地域及び指定容積率に応じた基準」及び「公開空地の有効面積等に
応じた基準」などをふまえて設定します。

　区民の都市生活に必要なものであり、敷地規模や用途特性、防災面などから、地域にお
いて公益性が認められる施設や、周囲の状況等により環境上支障がない建築物について
は、指定値を緩和します。
　公益性が認められる施設のうち、学校施設と病院については、緩和の上限を 45mと
した許可基準を定め、適切な運用を図ります。

指定値を超える部分の床面積の合計が、
建替え前を超えないこと



　分譲マンションの建替え計画の事業の継続性をふまえ、今回の絶対高さ制限の運用開
始から 5年以内に、建替え決議を経た建築計画を届け出て建替えを行う分譲マンション
には、新たな絶対高さ制限の適用について経過措置を設けます。

　地区計画とは、都市全体の都市計画に加え、身近な地区レベルにおける独自のルール
を定めることができる都市計画の制度です。
　区では、区民の皆さんと協働して身近な街づくりを推進する中で、地区の特性をふま
えた地区計画を 90地区において策定してきました。(平成 30年 10月現在 )
　今回の見直しでは、地区計画で建築物の高さの最高限度を定めている場合は地区計画
の内容を尊重し、新たな絶対高さ制限の指定値に係わらず、地区計画で定めた内容を適
用します。

　建築物を建てる際に必要な敷地面積の
最低限度を定める制限です。
　現在、区では第一種及び第二種低層住
居専用地域に 70 ㎡～ 100 ㎡の敷地面積
の最低限度の制限を定めています。
　なお、この制限が導入された時点で既
に最低限度に満たない敷地は、新たに分
割しない限り建築が可能です。
　
　詳細は裏表紙のＱ＆Ａをご覧下さい。

　建替え決議とは、｢建物の区分所有等に関する法律 ( 区分所有法 )｣の第 62 条等によるもので、分譲マンションの
ような区分所有建築物を取り壊し、新しい建物を建築することを決める決議です。区分所有法で定められた手続き
に従い、区分所有者及び議決者の各 5分の 4以上の賛成によって成立します。

※敷地面積の最低限度の制限は、東京都の決定
　となります。



（外側）

などの検索用語で検索して下さい。

（内側）

検 索世田谷区　高さ敷地　見直し

　地区計画で敷地面積の最低
限度の制限を定めている場合
は、今回の見直しの数値では
なく、地区計画で定めた数値
を適用します。

地区計画で定められている
敷地面積の最低限度の制限が引き続き適用されます。

敷地面積の最低限度の制限(70～100㎡)
が引き続き適用されます。
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新たな絶対高さ制限の指定値を超える既存建築物は、
今後どうなりますか ?

都市計画の運用開始時点で、直ちに建築物の除却や改
築等を行う必要はありません。建替えの際に、新たな
制限の範囲内で建築していただくか、特例に関する基
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今回は、絶対高さ制限及び敷地面積の
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容積率や斜線制限など、その他の制限は変更しません。

新しい制限が適用されるのはどの時点からですか ?
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